
　上段：当初計画又は直近評価

　下段：再評価（当該年度○月末現在）

（様式１）

※「事業経過」の「着手」欄について、建設部所管事業にあっては「着工」と読み替えてください。

※「事業経過」欄の各年度は、上段に和暦（昭和はS、平成はH、令和はR）、下段にカッコ書きの西暦を半角数字で記入してください。

※「前回評価年度」欄には、前回の事前評価又は再評価の実施方針の年度を「事業経過」欄と同様に記入し、いずれも実施していない場合は「－」を記入してください。

※「再評価対象区分」欄には、実施方針の３(1)の場合に半角「1-#」（#はア～オ又は(ｲ)のうち該当する項目）、同(2)の場合に半角数字「2」、同(3)の場合に半角数字「3」を記入してください。（該当するもの全てを記入してください。）
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令和２年度（2020年度）　公共事業施工地区（公共事業再評価地区）一覧表
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【令和２年度（案）】



　上段：当初計画又は直近評価

　下段：再評価（R1.○月末現在）

令和元年度　公共事業施工地区（公共事業再評価地区）一覧表 （様式１）

事業種別 主な工種
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※「評価対象区分」欄には、半角数字「1」（国の要件等に該当）、半角数字「2」（大幅な変更が発生）、半角数字「3」（その他必要）を記入してください。

※「事業経過」欄における年度の記入は暦年とし、半角数字（各年度には、昭和はS、平成はH、令和はR）を記入してください。
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　上段：当初計画又は直近評価

　下段：再評価（当該年度７月末現在）

（様式１）

H22 R2
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H27 R4

(2015) (2022)
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(2016) (2026)

H29 R6
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H29 R8

(2017) (2026)

※「事業経過」の「着手」欄について、建設部所管事業にあっては「着工」と読み替えてください。

※「事業経過」欄の各年度は、上段に和暦（昭和はS、平成はH、令和はR）、下段にカッコ書きの西暦を半角数字で記入してください。

※「前回評価年度」欄には、前回の事前評価又は再評価の実施方針の年度を「事業経過」欄と同様に記入し、いずれも実施していない場合は「－」を記入してください。

※「再評価対象区分」欄には、実施方針の３(1)の場合に半角「1-#」（#はア～オ又は(ｲ)のうち該当する項目）、同(2)の場合に半角数字「2」、同(3)の場合に半角数字「3」を記入してください。（該当するもの全てを記入してください。）
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令和２年度（2020年度）　公共事業施工地区（公共事業再評価地区）一覧表　【記載例】

事 業 種 別 主 な 工 種

２回目の再評価（実施方針３の(1)エに該当）のパターン

事前評価を実施し、最初の再評価（実施方針３(1)イと(2)イに

該当）のパターン

事前評価未実施で実施方針３(2)ウに該当のパターン
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令和２年度（2020年度）　公共事業再評価総括表　（一次政策評価）
（様式2）

※「事業採択年度」及び「完了予定年度」の各欄は、上段に和暦（昭和はS、平成はH、令和はR）、下段にカッコ書きの西暦を半角数字で記入してください。
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令和元年度公共事業再評価総括表　（一次政策評価） （様式2）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

※各年度の記入は暦年とし、半角数字（昭和はS、平成はH、令和はR）を記入してください。
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合
は

、
評

価
実

施
後

の
状

況
変

化
の

有
無

と
そ

の
対

処
に

つ
い

て
記

載

【令和２年度（案）】



（
１

）
環

境
上

の
配

慮
及

び
課

題

（
２

）
事

業
推

進
に

対
す

る
住

民
の

動
向

（
３

）
そ

の
他

の
課

題

項
目

現
在

経
済

効
果

の
内

訳
（

百
万

円
）

費
用

の
内

訳
（

百
万

円
）

Ｂ
／

Ｃ
備

考

Ⅴ
　

評
　

　
価

１
.必

要
性

　
ａ

：
事

業
の

必
要

性
に

変
化

は
な

く
予

定
ど

お
り

事
業

を
推

進
す

る
　

　
　

ｂ
：

着
工

後
の

状
況

変
化

に
よ

り
事

業
計

画
の

変
更

が
必

要
で

あ
る

　
ｃ

：
着

工
後

の
状

況
変

化
に

よ
り

事
業

推
進

の
是

非
を

判
断

す
る

必
要

が
あ

る

３
.コ

ス
ト

縮
減

　
な

ど
の

取
組

取
組

の
項

目
取

組
内

容
縮

減
額

（
百

万
円

）

３
.事

業
達

成
の

　
見

込
み

４
.対

処
方

針
ａ

：
継

続
　

　
ｂ

：
終

了
　

　
ｃ

：
休

止
　

　
ｄ

：
中

止

事
業

期
間

の
変

更
の

有
無

ａ
：

現
時

点
で

は
事

業
の

進
捗

に
影

響
す

る
課

題
は

な
く

、
達

成
が

見
込

ま
れ

る
。

ｂ
：

課
題

は
あ

る
も

の
の

達
成

は
可

能
で

あ
る

ｃ
：

大
き

な
課

題
が

あ
り

達
成

に
は

相
当

の
困

難
が

予
想

さ
れ

る

Ⅵ
　

備
　

　
考

１
.評

価
履

歴

事
前

評
価

：
　

　
　

　
年

度
実

施
　

　
評

価
結

果
：

再
評

価
　

：
　

　
　

　
年

度
実

施
　

　
評

価
結

果
：

２
.そ

の
他

の
　

取
り

組
み

事
項

項
目

現
在

　
　

現
在

事
業

費
の

変
更

の
有

無
事

業
内

容
変

更
の

有
無

目
的

・
規

模
等

に
係

る
変

更
左

記
以

外
の

変
更

２
.事

業
を

推
進

す
　

る
上

で
の

課
題

２
.事

業
効

果

合
計

（
Ｂ

）
合

計
（

Ｃ
）

【令和元年度】

060913
線


060913
テキスト ボックス
- 5 -




あ
あ

【令和２年度（案）】

060913
テキスト ボックス
（２枚目に集約）




補
足

資
料

変
更

①

Ⅱ
　

計
画

変
更

　
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 （

単
位

：
百

万
円

）

事 業 期 間

進
捗

率
(b

)/
(a

)

当
　

初

事
業

着
手

建
設

着
手

変
更

年
度

変
更

③

#
D

IV
/
0

!

変
更

理
由

・
内

容

変
更

④

変
更

②

完
了

予
定

当
該

年
度

事
業

費
累

積
事

業
費

(b
)

経 過 年 数

事 業 費

総
事

業
費

(a
)

道
負

担
額

【令和元年度】

060913
線


060913
テキスト ボックス
- 6 -




国
道

百
万

円
百

万
円

百
万

円
百

万
円

【
ア

ウ
ト

カ
ム

】
　

等

Ⅱ
　

公
共

事
業

評
価

経
過

（
１

）
事

業
実

績
及

び
今

後
の

計
画

H
8

～
1

1
～

1
7

～
2

5
～

3
0

R
1

2
3

～
2

7

（
２

）
進

捗
状

況

H
1

1

３
．

コ
ス

ト
縮

減
　

な
ど

の
取

組

取
組

の
項

目
取

組
内

容
縮

減
額

（
百

万
円

）

計
画

・
設

計
の

最
適

化
堤

防
護

岸
工

法
の

見
直

し
に

よ
る

縮
減

7
0

施
工

の
最

適
化

工
事

で
発

生
す

る
コ

ン
ク

リ
ー

ト
殻

は
か

ご
工

の
中

詰
材

に
再

利
用

4

1
.8

0

前
回

再
評

価
年

度
　

　
：

H
2

7
年

度
（

2
0

1
5

年
度

）
前

回
再

評
価

時
B

/
C

　
：

1
.1

2
変

更
理

由
　

　
　

　
　

：
□

□
川

工
区

の
改

修
事

業
の

追
加

、
地

質
調

査
の

結
果

、
樋

門
の

液
状

化
対

策
の

検
討

が
必

要

R
2

現
在

●
「

治
水

経
済

調
査

マ
ニ

ュ
ア

ル
（

案
）

」
（

国
土

交
通

省
H

1
7

）
に

基
づ

き
算

出
●

効
果

及
び

費
用

は
、

R
2

に
現

在
価

値
化

し
、

「
整

備
期

間
＋

完
了

後
5

0
年

間
」

で
算

出
●

費
用

は
、

現
在

価
値

化
及

び
5

0
年

間
の

維
持

管
理

費
の

計
上

に
よ

り
総

事
業

費
と

異
な

る

洪
水

被
害

防
止

効
果

7
1

,7
1

5
建

設
費

3
9

,8
5

2

○
○

川
下

流
0

.5
㎞

区
間

の
整

備
が

完
了

し
て

い
る

ほ
か

、
□

□
川

の
中

流
1

.6
㎞

区
間

の
暫

定
整

備
が

完
了

。
事

業
計

画
（

地
区

の
追

加
）

の
変

更
し

て
い

る
が

、
今

後
の

実
施

に
当

た
っ

て
は

、
特

に
大

き
な

支
障

と
な

る
も

の
は

な
い

。

ｂ
ａ

：
概

ね
予

定
ど

お
り

実
施

し
て

い
る

。
ｂ

：
事

業
計

画
（

期
間

）
等

を
変

更
し

実
施

す
る

。
ｃ

：
問

題
が

生
じ

、
実

施
に

支
障

を
き

た
し

て
い

る
。

維
持

管
理

費
3

8

項
目

R
2

現
在

合
計

（
Ｂ

）
7

1
,7

1
5

合
計

（
Ｃ

）
3

9
,8

9
0

２
．

事
業

効
果

経
済

効
果

の
内

訳
（

百
万

円
）

費
用

の
内

訳
（

百
万

円
）

Ｂ
／

Ｃ
備

考

項
目

R
2

現
在

用
地

費
及

補
償

費
用

地
買

収
・

物
件

補
償

8
7

%
4

,6
5

7

１
．

進
捗

状
況

施
工

（
工

種
）

区
分

工
事

内
容

進
捗

状
況

事
業

費
（

百
万

円
）

築
堤

工
L
=
1

3
,8

5
5

m
5

8
%

3
,1

3
0

附
帯

工
事

道
路

橋
N

=
2

橋
、

J
R

橋
N

=
1

橋
3

6
%

1
1

,2
1

1

測
量

設
計

費
調

査
・

設
計

7
2

%
3

,9
2

6

L
=
1

3
,4

8
0

m
7

%
8

,8
6

5

護
岸

工
L
=
1

7
,1

1
6

m
1

8
%

8
,1

1
6

掘
削

工

Ⅳ
　

事
業

の
実

施
状

況

H
8

（
1

9
9

6
年

）
～

H
2

5
（

2
0

1
3

年
）

9
1

6
公

園
整

備
・

植
樹

　
A

=
4

h
a

○
○

港
港

湾
改

修
事

業
（

東
港

区
）

○
○

市
H

6
（

1
9

9
4

年
）

～
H

1
7

（
2

0
0

5
年

）
5

,2
0

7
係

船
護

岸
改

築
・

航
路

浚
渫

　
L
=
8

5
5

m

３
．

事
業

効
果

を
及

ぼ
す

　
地

域
・

対
象

●
　

○
○

市
□

町
地

区
、

○
○

町
□

□
地

区
な

ど
　

　
　

氾
濫

防
止

面
積

5
7

3
h

a
（

う
ち

農
地

5
h

a
）

、
浸

水
防

止
家

屋
5

,9
6

7
戸

　
　

　
防

災
拠

点
施

設
（

○
○

町
役

場
）

４
．

関
連

す
る

事
業

事
業

名
事

業
主

体
事

業
期

間
事

業
費

（
百

万
円

）
事

業
内

容
○

○
市

リ
バ

ー
サ

イ
ド

フ
ロ

ム
ナ

ー
ド

整
備

事
業

○
○

市

変
更

理
由

・
内

容
事

業
費

の
変

更
(1

)□
□

川
工

区
の

改
修

事
業

を
追

加
し

た
た

め
　

(2
)地

質
調

査
の

結
果

、
樋

門
の

液
状

化
対

策
の

検
討

が
必

要
と

な
っ

た
た

め
　

(3
)資

材
及

び
労

務
単

価
が

上
昇

し
た

た
め

Ⅲ
　

事
業

採
択

前
の

状
況

１
．

事
業

採
択

に
至

る
　

経
過

と
背

景

●
　

S
6

2
年

（
1

9
8

7
年

）
9

月
　

浸
水

被
害

（
洪

水
）

が
発

生
（

浸
水

家
屋

1
4

1
戸

）
 ※

○
○

川
●

　
H

6
年

（
1

9
9

4
年

）
1

2
月

　
浸

水
被

害
（

高
潮

）
が

発
生

（
浸

水
家

屋
3

戸
）

 ※
○

○
川

●
　

H
7

年
（

1
9

9
5

年
）

  
2

月
　

浸
水

被
害

（
高

潮
）

が
発

生
（

浸
水

家
屋

1
8

戸
）

 ※
○

○
川

●
　

H
2

6
年

（
2

0
1

4
年

）
9

月
　

浸
水

被
害

（
洪

水
）

が
発

生
（

浸
水

面
積

5
0

h
a
、

浸
水

家
屋

1
6

9
戸

）
 ※

□
□

川

２
．

事
業

検
討

の
手

続
（

住
民

ﾆ
ｰ
ｽ
ﾞ
の

把
握

等
）

●
　

H
  

7
年

（
1

9
9

5
年

）
　

○
○

川
に

つ
い

て
、

○
○

市
及

び
○

○
町

よ
り

道
に

河
川

改
修

の
要

望
●

　
H

  
8

年
（

1
9

9
6

年
）

　
○

○
川

改
修

事
業

期
成

会
の

結
成

、
○

○
川

の
改

修
事

業
に

着
手

●
　

H
2

6
年

（
2

0
1

4
年

）
　

□
□

川
に

つ
い

て
○

○
町

よ
り

道
に

河
川

改
修

の
要

望
●

　
H

2
8

年
（

2
0

1
6

年
）

　
□

□
川

の
改

修
事

業
に

着
手

3
9

,9
0

5
1

3
,3

0
2

8
7

2
 [

3
1

6
]

1
4

,8
3

4
3

7
%

(2
0

2
0

)
(2

0
4

5
)

今
回

評
価

R
2

R
2

7
2

4

事 業 経 過

事
前

評
価

又
は

当
初

H
8

H
8

前
回

評
価

H
2

7
H

5
7

3
1

,3
3

6

道
負

担
額

当
該

年
度

事
業

費
累

積
事

業
費

(b
)

H
2

7
3

1
,3

3
6

(1
9

9
6

)
(1

9
9

6
)

(2
0

1
5

)
事 業 費

総
事

業
費

(a
)

事
業

採
択

着
手

(2
0

1
5

)
(2

0
4

5
)

(1
9

9
9

)

H
1

1

(1
9

9
9

)

進
捗

率
(b

)/
(a

)

1
0

,4
4

5

防
災

上
重

要
な

公
共

施
設

の
整

備
関

連
す

る
指

標
－

（
単

位
：

百
万

円
）

評
価

年
度

完
了

予
定

経 過 年 数
1

0
,4

4
5

総
合

計
画

で
の

位
置

付
け

施
策

名
大

規
模

自
然

災
害

対
策

の
推

進
総

合
計

画
：

大
項

目
生

活
・

安
全

総
合

計
画

：
中

項
目

強
靱

な
北

海
道

づ
く

り
と

バ
ッ

ク
ア

ッ
プ

機
能

の
発

揮
総

合
計

画
：

小
項

目
大

規
模

自
然

災
害

に
対

す
る

北
海

道
自

ら
の

脆
弱

性
の

克
服

施
策

目
標

　
用

地
費

及
補

償
費

　
用

地
買

収
・

物
件

補
償

4
,6

5
5

4
,6

5
7

　
護

岸
工

　
L
=
5

,7
1

6
m

 →
 L

=
1

7
,1

1
6

m
5

,0
6

5
8

,1
1

6

事
業

目
的

・
目

標

●
○

○
川

は
、

太
平

洋
に

注
ぐ

一
級

河
川

で
、

S
6

2
年

（
1

9
8

7
年

）
9

月
の

洪
水

や
H

5
年

（
1

9
9

4
年

）
1

2
月

、
H

7
年

（
1

9
9

5
年

）
2

月
の

高
潮

に
よ

り
、

家
屋

深
水

な
ど

多
大

な
被

害
が

発
生

し
た

。
●

こ
の

た
め

、
H

8
年

（
1

9
9

6
年

）
よ

り
○

○
川

の
河

川
改

修
事

業
に

着
手

。
●

そ
の

後
も

H
2

6
年

（
2

0
1

4
年

）
9

月
の

洪
水

に
よ

り
支

川
の

□
□

川
に

お
い

て
浸

水
被

害
が

発
生

し
た

た
め

、
□

□
川

の
改

修
に

着
手

。
●

堤
防

の
新

設
や

河
道

の
掘

削
に

よ
る

河
積

の
拡

大
に

伴
い

、
○

○
市

□
町

地
区

、
○

○
町

□
□

地
区

な
ど

の
市

街
地

及
び

農
地

の
浸

水
被

害
を

防
止

す
る

。

事
業

概
要

○
○

川
は

、
河

口
か

ら
5

.4
㎞

の
区

間
、

支
川

の
□

□
川

は
○

○
川

合
流

点
か

ら
5

.9
㎞

の
区

間
、

そ
の

他
の

2
支

川
を

含
む

合
計

1
3

.5
㎞

の
区

間
に

つ
い

て
、

堤
防

の
新

設
や

河
道

の
掘

削
に

よ
る

河
積

の
拡

大
を

行
う

も
の

で
あ

る
。

工
事

費
内

訳

計
画

流
量

　
Q

=
7

0
0

m
3
/
s
（

支
川

：
□

□
川

Q
=
3

9
0

m
3
/
s
）

（
百

万
円

）
（

百
万

円
）

計
画

延
長

　
L
=
5

,3
8

0
m

 →
 L

=
1

3
,4

8
0

m
変

更
前

●
改

修
の

目
標

と
す

る
規

模
の

降
雨

に
よ

り
浸

水
す

る
お

そ
れ

の
あ

る
家

屋
数

　
5

,9
6

7
戸

 →
 0

戸
●

改
修

の
目

標
と

す
る

規
模

の
降

雨
に

よ
り

浸
水

す
る

お
そ

れ
の

あ
る

農
地

面
積

　
5

h
a
 →

 0
h

a

　
附

帯
工

事
　

道
路

橋
N

=
1

橋
 →

 N
=
2

橋
、

J
R

橋
N

=
1

橋
1

0
,0

1
5

1
1

,2
1

1

　
測

量
設

計
費

　
調

査
・

設
計

2
,8

5
9

3
,9

2
6

変
更

後

　
築

堤
工

　
L
=
9

,3
6

0
m

 →
 L

=
1

3
,8

5
5

m
1

,7
1

9
3

,1
3

0

　
掘

削
工

　
L
=
5

,3
8

0
m

 →
 L

=
1

3
,4

8
0

m
7

,0
2

3
8

,8
6

5

2
6

,6
0

3
1

3
,3

0
2

事
業

費
3

9
,9

0
5

百
万

円
負

担
割

合
6

7
%

3
3

%

Ⅰ
　

基
本

事
項

（
基

準
日

時
点

）

事
業

種
別

○
○

○
○

事
業

費
（

○
○

事
業

）
地

区
名

○
○

○
ふ

り
が

な
市

町
村

名
○

○
市

・
○

○
町

市
町

村
そ

の
他

（
様

式
3

）

令
和

２
年

度
（

2
0

2
0

年
度

）
公

共
事

業
再

評
価

調
書

【
記

載
例

】
基

準
年

月
日

令
和

２
年

８
月

１
日

調
書

番
号

○
○

－
○

○
所

管
部

○
○

部
作

成
責

任
者

○
○

部
○

○
局

○
○

課
長

　
道

庁
　

太
郎

担
当

係
○

○
係

（
内

）
１

２
－

３
４

５

L
=4

,0
9

7
m

L
=7

,7
5

9
m

L
=1

2
,3

1
8

m

道
路

橋
2

橋
、

J
R

橋
1

橋

L
=9

,7
5

8
m

L
=2

4
1

m
L

=5
,4

8
0

m

L
=4

,7
9

8
m

※
補

足
資

料

Ⅶ
事

業
計

画
変

更
と

整
合

を
図

る

工
種

区
分

毎
の

事
業

費
を

記
載

（
こ

れ
ま

で
執

行
し

た
累

計
で

は
な

く

工
種

の
事

業
費

総
計

）

事
前

評
価

、
又

は
前

回
再

評
価

の
後

に
変

更
と

な
っ

た
理

由
・

内
容

を
記

載 ※
補

足
資

料
の

「
Ⅶ

事
業

計
画

変

更
」

と
整

合
を

図
る

Ⅱ
公

共
事

業
評

価
経

過
を

踏
ま

え
て

記
載

※
前

回
か

ら
事

業
期

間
や

事
業

費
を

変
更

し
た

も
の

は
「

ｂ
」

【令和２年度（案）】



国
道

1
5

（
１

）
事

業
計

画
及

び
実

績
（

変
更

）

1
6

1
7

1
8

2
8

2
9

3
0

元
2

3
4

L
=
○

ｍ
L
=
○

ｍ

N
=
○

箇
所

N
=
○

箇
所

N
=
○

基

N
=
○

基

L
=
○

ｍ

N
=
○

件
N

=
○

件

（
２

）
進

捗
状

況

（
様

式
3

）

　
　

　
令

和
元

年
度

　
公

共
事

業
再

評
価

調
書

基
準

年
月

日
令

和
元

年
８

月
１

日

調
書

番
号

○
○

-
○

○
所

管
部

○
○

部
作

成
責

任
者

○
○

部
○

○
局

○
○

課
長

　
道

庁
　

太
郎

担
当

ｸ
ﾞ
ﾙ
ｰ
ﾌ
ﾟ

○
○

Ｇ
（

内
）

１
２

－
３

４
５

 

Ⅰ
　

基
本

事
項

（
基

準
日

時
点

）

事
業

種
別

○
○

○
○

事
業

費
地

区
名

○
○

地
区

市
町

村
名

□
□

市

事
業

目
的

・
目

標

事
業

概
要

○
○

線
は

○
○

と
○

○
と

を
結

ぶ
延

長
○

○
ｋ

ｍ
の

路
線

で
、

○
○

の
役

割
（

機
能

）
を

担
う

重
要

な
路

線
で

あ
る

。
こ

の
内

本
地

区
は

、
○

○
か

ら
△

△
に

至
る

区
間

で
あ

り
、

急
カ

ー
ブ

２
箇

所
の

改
良

、
老

朽
化

し
た

○
○

橋
の

６
ｍ

か
ら

８
．

５
ｍ

へ
の

拡
幅

を
伴

う
架

換
え

を
行

う
も

の
で

あ
る

。

工
事

費
内

訳

【
現

況
】

延
長

L
＝

2
k
m

、
幅

員
W

=
0

.5
＋

5
.0

＋
0

.5
ｍ

、
最

急
勾

配
8

％
【

計
画

】
延

長
L
＝

1
.2

k
m

幅
員

W
=
１

.2
5

＋
6

.0
＋

１
.2

5
ｍ

、
最

急
勾

配
5

％
築

堤
工

  
  

  
  

　
Ｌ

=
1

.0
k
m

　
　

　
 頭

首
工

　
　

3
基

区
画

整
理

　
　

　
A

=
５

h
a
　

 　
　

　
土

層
改

良
　

3
h

a
林

道
開

設
事

業
  

 Ｌ
=
0

.5
k
m

道
路

改
良

工
  

  
  

L
=
1

.2
k
m

  
  

　
　

橋
梁

工
　

　
1

基
測

量
設

計
費

用
地

及
び

補
償

費
　

　
3

件
、

5
0

0
㎡

（
百

万
円

）

１
６

０
１

０
０

５
０

１
５

０
１

０
３

０

2
0

%
そ

の
他

5
%

5
,0

0
0

2
5

0
百

万
円

1
2

5
百

万
円

1
0

0
百

万
円

2
5

百
万

円

●
合

併
に

伴
う

地
域

支
援

策
と

し
て

、
○

地
区

と
□

地
区

の
交

通
不

能
区

間
を

解
消

し
、

移
動

時
間

○
○

分
の

短
縮

を
行

い
地

域
連

携
の

強
化

や
緊

急
医

療
・

避
難

に
対

処
す

る
。

●
S

6
0

か
ら

浸
水

被
害

が
頻

発
し

地
域

経
済

や
農

業
生

産
に

多
大

な
損

害
が

発
生

。
堤

防
新

設
に

よ
り

浸
水

被
害

を
防

止
。

●
土

壌
不

良
に

よ
る

排
水

不
良

に
よ

り
生

産
性

・
作

業
効

率
が

低
く

品
質

格
差

が
発

生
。

農
地

機
能

改
善

、
品

質
格

差
の

解
消

、
経

営
安

定
化

の
た

め
区

画
整

理
と

土
層

改
良

を
実

施

【
ア

ウ
ト

カ
ム

】
　

等
●

事
業

実
施

前
（

Ｈ
○

○
）

の
担

い
手

農
地

利
用

集
積

率
（

受
益

面
積

の
う

ち
担

い
手

が
耕

作
す

る
面

積
の

割
合

）
は

、
○

○
％

だ
が

、
農

家
戸

数
の

減
少

に
伴

い
、

こ
の

ま
ま

基
盤

整
備

を
行

わ
な

い
場

合
は

、
H

○
○

年
に

○
○

％
ま

で
低

下
す

る
と

推
定

さ
れ

る
。

　
し

か
し

、
本

事
業

を
実

施
す

る
こ

と
に

よ
り

事
業

完
了

翌
年

（
H

○
○

）
に

○
○

％
の

高
水

準
を

維
持

す
る

こ
と

が
可

能
と

な
る

。
●

改
修

の
目

標
と

す
る

規
模

の
降

雨
に

よ
り

浸
水

す
る

お
そ

れ
の

あ
る

家
屋

数
　

○
○

戸
→

０
戸

　
※

可
能

な
限

り
数

値
化

し
、

事
業

効
果

を
容

易
に

確
認

で
き

る
よ

う
わ

か
り

や
す

く
記

載
す

る
こ

と
。

事
業

費
百

万
円

負
担

割
合

5
0

%
2

5
%

市
町

村

Ⅱ
　

計
画

変
更

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 （

単
位

：
百

万
円

）

事 業 期 間

事
業

着
手

建
設

着
手

変
更

年
度

完
了

予
定

経 過 年 数

事 業 費

総
事

業
費

(a
)

道
負

担
額

当
該

年
度

事
業

費
累

積
事

業
費

(b
)

進
捗

率
(b

)/
(a

)

当
　

初
H

1
6

H
1

7
H

2
3

3
0

0
7

5

変
更

①
H

1
8

R
１

4
0

0
1

0
0

２
.事

業
検

討
の

際
　

の
手

続
き

（
住

民
ﾆ
ｰ
ｽ
ﾞ
の

把
握

等
）

●
　

S
○

○
年

○
○

月
　

○
○

法
に

基
づ

く
指

定
、

○
○

に
関

す
る

認
定

、
○

○
法

に
基

づ
く

公
告

・
縦

覧
●

　
H

○
○

年
○

月
～

　
○

○
地

区
整

備
促

進
期

成
会

の
結

成
、

道
に

○
○

地
区

の
整

備
要

望
●

　
H

○
○

年
○

○
月

　
地

元
住

民
へ

の
説

明
会

の
開

催
、

関
係

受
益

者
の

同
意

書
及

び
○

○
市

町
の

意
見

書
提

出
●

　
H

○
○

年
○

○
月

　
関

連
事

業
者

連
携

会
議

を
設

置
●

　
H

○
○

年
○

○
月

　
環

境
ア

セ
ス

メ
ン

ト
の

実
施

●
　

H
○

○
年

○
○

月
　

○
○

事
業

着
手

３
.事

業
が

効
果

を
　

及
ぼ

す
地

域
・

　
対

象

●
　

○
○

地
区

と
緊

急
医

療
施

設
（

□
病

院
）

間
の

移
動

時
間

を
短

縮
し

緊
急

医
療

を
支

援
、

○
○

地
震

発
生

時
の

緊
急

避
難

路
の

確
保

●
　

○
○

地
区

と
□

□
地

区
間

の
冬

季
通

行
不

能
区

間
解

消
、

○
○

地
区

観
光

の
支

援
●

　
○

○
地

区
の

中
心

市
街

地
及

び
周

辺
農

地
　

氾
濫

防
止

面
積

○
○

ｈ
ａ

、
浸

水
防

止
戸

数
　

○
○

○
戸

●
　

○
○

市
の

水
道

用
水

の
供

給
　

給
水

人
口

○
○

○
○

人
　

○
○

○
m

3
／

日
　

流
水

の
正

常
な

機
能

維
持

、
不

特
定

容
量

の
確

保
●

　
○

○
市

受
益

面
積

○
○

○
ｈ

ａ
　

受
益

戸
数

○
○

○
○

○
人

●
　

○
○

海
岸

　
防

護
区

間
　

○
○

○
○

ｍ
　

防
護

面
積

　
○

○
○

○
ｈ

ａ
　

防
護

戸
数

　
○

○
○

○
戸

●
　

○
○

市
の

森
林

所
有

者
及

び
周

辺
の

林
業

事
業

者
●

　
○

○
地

区
森

林
の

水
源

涵
養

、
土

砂
流

失
防

止
等

の
公

益
的

な
機

能
の

確
保

5
0

［
2

0
0

］
3

0
0

6
0

%

変
更

理
由

・
内

容
変

更
①

：
Ｈ

1
7

年
の

集
中

豪
雨

に
よ

り
現

河
川

堤
防

が
決

壊
。

流
下

能
力

増
加

の
た

め
、

河
道

掘
削

を
追

加
。

変
更

②
：

直
轄

灌
漑

排
水

事
業

計
画

の
変

更
に

と
も

な
い

、
区

画
割

を
見

直
す

と
と

も
に

、
新

た
な

区
画

整
理

を
追

加

Ⅲ
　

事
業

着
手

前
の

状
況

変
更

②
H

2
7

R
3

5
0

0
1

2
5

１
.事

業
着

手
に

至
　

る
経

過
と

背
景

●
　

S
○

○
年

○
○

月
　

浸
水

被
害

が
発

生
（

床
上

浸
水

○
○

戸
、

床
下

浸
水

○
○

戸
、

農
地

被
害

○
○

ｈ
ａ

、
被

害
合

計
○

○
億

円
）

●
　

S
○

○
年

○
○

月
　

小
雨

に
よ

り
○

○
川

か
ら

の
取

水
が

不
能

。
水

道
給

水
が

○
○

日
間

ス
ト

ッ
プ

●
　

H
○

○
年

○
○

月
　

○
号

台
風

に
よ

り
○

○
地

区
の

道
路

通
行

が
不

能
（

○
○

日
間

、
影

響
人

員
○

○
人

、
経

済
損

失
○

○
億

円
）

●
　

H
○

○
年

～
　

　
　

用
排

水
路

の
老

朽
化

に
よ

り
用

水
が

不
足

し
営

農
障

害
が

発
生

●
　

H
○

○
年

～
　

　
　

高
齢

化
に

よ
る

離
農

跡
地

分
散

所
有

の
非

効
率

解
消

の
た

め
区

画
整

理
が

必
要

と
な

る
。

●
　

H
○

○
年

～
　

　
　

幅
員

狭
小

や
路

面
泥

粘
化

に
よ

り
作

物
輸

送
中

の
品

質
劣

化
が

頻
発

○
○

地
区

の
土

石
流

防
止

事
業

○
○

市
○

○
開

発
事

業
○

○
市

Ｈ
○

～
H

○
○

2
0

0
百

万
円

○
○

地
区

中
心

市
街

地
活

性
化

事
業

４
.関

連
す

る
事

業

事
業

名
事

業
主

体
事

業
期

間
事

業
費

（
百

万
円

）
事

業
内

容

直
轄

治
山

事
業

○
○

地
区

北
海

道
開

発
局

Ｈ
○

～
H

○
○

2
5

,0
0

0
百

万
円

Ⅳ
　

事
業

の
実

施
状

況

１
.進

捗
状

況

施
工

（
工

種
）

区
分

工
事

内
容

進
捗

状
況

事
業

費
（

百
万

円
）

○
○

工
事

Ｌ
＝

○
ｍ

 W
＝

○
ｍ

7
5

%
1

6
0

百
万

円

○
○

橋
梁

橋
長

○
○

○
ｍ

1
0

0
%

5
0

百
万

円

付
け

替
え

道
路

Ｌ
＝

○
ｍ

 W
＝

○
ｍ

1
0

0
%

1
0

0
百

万
円

○
○

○
工

○
箇

所
5

0
%

7
0

百
万

円

○
○

工
○

基
0

%
8

0
百

万
円

測
量

設
計

費
環

境
調

査
･
地

質
調

査
1

0
0

%
1

0
百

万
円

用
地

補
償

費
用

地
買

収
･
物

件
補

償
9

0
%

3
0

百
万

円

用
地

補
償

に
伴

う
相

続
手

続
き

に
時

間
を

要
し

て
い

る
た

め
、

事
業

期
間

の
変

更
を

行
っ

た
。

○
○

の
計

画
変

更
に

伴
い

事
業

計
画

の
変

更
区

間
が

発
生

。
変

更
に

影
響

の
な

い
箇

所
の

工
事

を
実

施
中

。

ｂ
ａ

：
概

ね
予

定
ど

お
り

実
施

し
て

い
る

ｂ
：

事
業

計
画

（
期

間
）

等
を

変
更

し
実

施
す

る
。

ｃ
：

問
題

が
生

じ
、

実
施

に
支

障
を

き
た

し
て

い
る

総
合

計
画

で
の

位
置

付
け

施
策

名
大

規
模

自
然

災
害

対
策

の
推

進
総

合
計

画
：

大
項

目
生

活
・

安
心

、
○

○

総
合

計
画

：
中

項
目

強
靱

な
北

海
道

づ
く

り
と

バ
ッ

ク
ア

ッ
プ

機
能

の
発

揮
、

○
○

総
合

計
画

：
小

項
目

大
規

模
自

然
災

害
に

対
す

る
北

海
道

自
ら

の
脆

弱
性

の
克

服
、

○
○

施
策

目
標

関
連

す
る

指
標

河
川

改
修

が
必

要
な

区
間

に
対

す
る

一
定

の
降

雨
に

よ
る

浸
水

被
害

を
防

止
で

き
る

区
間

の
割

合
(%

)　
基

準
値

4
3

.3
%

　
→

　
最

終
目

標
値

4
5

.1
%

道
民

の
安

全
・

安
心

を
確

保
す

る
た

め
、

災
害

が
発

生
し

た
河

川
や

災
害

危
険

度
の

高
い

河
川

に
お

い
て

、
自

然
豊

か
な

水
辺

環
境

に
配

慮
し

な
が

ら
、

治
水

対
策

を
推

進
す

る
。

工
種
区
分
毎
の
事
業
費
を
記
載

（
こ
れ
ま
で
執
行
し
た
累
計
で
は
な
く
工

種
の
事
業
費
総
計
）

前
年

度
補

正
予

算
の

繰
り

越
し

分
で

、
当

年
度

執
行

分
が

あ
る

な
ど

の
場

合
に

つ
い

て
は

、
当

該
年

度
事

業
費

を
含

め
た

総
額

を

［
］

書
き

で
記

載
。

記
載

例
【令和元年度】

060913
線


060913
テキスト ボックス
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（
１

）
環

境
上

の
配

慮
及

び
課

題

（
２

）
事

業
推

進
に

対
す

る
住

民
の

動
向

（
３

）
そ

の
他

の
課

題

補
足

資
料

Ⅶ
　

事
業

計
画

変
更

　
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

再
評

価

H
8

H
8

変
更

①

変
更

⑧

H
1

1

(1
9

9
9

)

H
1

1

(1
9

9
9

)

H
1

1

(1
9

9
9

)

H
1

1

２
．

そ
の

他
の

取
組

　
事

項
●

　
特

に
な

し

（
単

位
：

百
万

円
）

事 業 期 間

事
業

採
択

着
手

変
更

年
度

完
了

予
定

進
捗

率
(b

)/
(a

)

事
前

評
価

又
は

当
初

変
更

⑨

変
更

理
由

・
内

容

変
更

①
：

事
業

期
間

の
延

伸
　

　
　

　
　

係
船

護
岸

の
施

工
に

当
た

り
、

工
事

箇
所

に
係

留
中

の
船

舶
の

仮
係

留
場

所
が

十
分

確
保

さ
れ

て
い

な
い

ほ
か

、
今

後
予

定
し

て
い

る
掘

削
工

（
浚

渫
）

に
　

　
　

　
　

当
た

っ
て

も
、

浚
渫

土
に

含
ま

れ
る

重
金

属
に

係
る

対
策

が
必

要
と

な
り

、
加

え
て

、
こ

れ
ら

の
施

工
に

当
た

り
、

不
発

弾
の

探
査

も
要

し
、

慎
重

に
対

応
　

　
　

　
　

す
る

必
要

が
あ

る
こ

と
か

ら
、

単
年

度
の

施
工

可
能

量
に

著
し

く
制

約
を

受
け

る
た

め
、

事
業

期
間

を
変

更

変
更

②
：

事
業

期
間

の
延

伸
　

　
　

　
　

用
地

交
渉

に
時

間
を

要
し

た
ほ

か
、

残
事

業
の

施
工

期
間

を
精

査
し

た
こ

と
に

よ
る

事
業

期
間

の
変

更

変
更

③
：

事
業

費
の

変
更

　
　

　
　

　
□

□
川

工
区

の
改

修
事

業
を

追
加

し
た

た
め

変
更

④
：

事
業

費
の

変
更

　
　

　
　

　
地

質
調

査
の

結
果

、
樋

門
の

液
状

化
対

策
の

検
討

が
必

要
に

な
っ

た
こ

と
、

資
材

及
び

労
務

単
価

の
上

昇
し

た
た

め

2
4

変
更

⑩

変
更

⑦

変
更

⑥

変
更

⑤

3
9

,9
0

5
1

3
,3

0
2

8
7

3
1

4
,8

3
4

3
7

%
(2

0
2

0
)

(2
0

4
5

)
変

更
④

3
回

目
R

2
R

2
7

(1
9

9
9

)

(2
0

1
6

)
(2

0
4

5
)

変
更

③
H

2
8

H
5

7

(2
0

1
5

)
(2

0
4

5
)

変
更

②
2

回
目

H
2

7
H

5
7

3
6

,1
3

6
1

2
,0

4
5

(2
0

1
5

)

H
2

2
H

3
7

H
2

7
3

1
,3

3
6

1
0

,4
4

5

3
1

,3
3

6
1

0
,4

4
5

経 過 年 数

事 業 費

総
事

業
費

(a
)

道
負

担
額

当
該

年
度

事
業

費
累

積
事

業
費

(b
)

3
1

,3
3

6
1

0
,4

4
5

1
回

目

左
記

以
外

の
変

更

有
無

Ⅵ
　

備
　

　
考

１
．

評
価

履
歴

事
前

評
価

：
　

平
成

2
6

年
度

実
施

　
　

評
価

結
果

：
　

要
望

を
行

う
こ

と
は

妥
当

　
B

/
C

=
5

.9
5

（
※

□
□

川
）

再
評

価
　

：
　

平
成

2
7

年
度

実
施

　
　

評
価

結
果

：
　

継
続

（
変

更
な

し
）

　
　

　
B

/
C

=
1

.1
2

（
※

○
○

川
）

「
○

○
に

つ
い

て
変

更
が

あ
っ

た
場

合
に

は
専

門
委

員
会

に
報

告
す

る
こ

と
。

」
と

す
る

付
帯

意
見

1
件

を
専

門
委

員
会

か
ら

い
た

だ
い

た
。

知
事

評
価

に
お

い
て

も
同

様
の

趣
旨

の
意

見
を

付
さ

れ
た

。

４
．

対
処

方
針

事
業

の
必

要
性

に
変

化
は

な
く

、
地

元
か

ら
の

早
期

完
成

要
望

も
受

け
て

い
る

た
め

、
令

和
2

7
年

度
の

完
成

を
目

指
し

、
事

業
継

続
す

る
。

ａ
ａ

：
継

続
　

　
ｂ

：
終

了
　

　
ｃ

：
休

止
　

　
ｄ

：
中

止

事
業

期
間

の
変

更
の

有
無

無
事

業
費

の
変

更
の

有
無

有
事

業
内

容
変

更
の

有
無

目
的

・
規

模
等

に
係

る
変

更

(2
0

1
0

)
(2

0
2

5
)

(1
9

9
6

)
(1

9
9

6
)

２
．

事
業

を
推

進
す

る
　

上
で

の
課

題

●
　

J
R

橋
上

流
に

あ
る

河
道

内
干

潟
を

極
力

保
全

す
る

よ
う

な
河

道
法

線
や

築
堤

法
線

の
設

定
を

し
て

い
る

。
●

　
親

水
性

を
向

上
さ

せ
る

た
め

、
河

川
敷

地
に

余
裕

の
あ

る
箇

所
は

堤
防

法
面

を
緩

傾
斜

に
す

る
。

●
　

市
街

地
中

心
を

流
れ

る
河

川
で

あ
り

、
活

力
あ

る
水

辺
空

間
を

創
出

す
る

た
め

、
散

策
路

の
整

備
を

行
う

。
●

　
魚

類
な

ど
に

配
慮

し
、

現
況

河
床

を
極

力
保

全
し

て
い

る
。

（
□

□
川

）

※
直

近
の

評
価

以
降

の
状

況
変

化
は

な
い

。

●
　

○
○

川
及

び
○

○
町

か
ら

事
業

の
早

期
完

成
に

向
け

て
毎

年
度

要
望

が
出

さ
れ

て
い

る
。

●
　

特
に

な
し

３
．

事
業

達
成

の
　

見
込

み

事
業

期
間

が
長

期
に

及
ぶ

も
の

の
、

現
状

で
は

事
業

進
捗

に
大

き
な

支
障

と
な

る
も

の
は

な
く

、
事

業
は

順
調

に
進

捗
し

て
い

く
見

込
み

で
あ

る
。

ａ
ａ

：
現

時
点

で
は

事
業

の
進

捗
に

影
響

す
る

課
題

は
な

く
、

達
成

が
見

込
ま

れ
る

。

ｂ
：

課
題

は
あ

る
も

の
の

達
成

は
可

能
で

あ
る

。

ｃ
：

大
き

な
課

題
が

あ
り

達
成

に
は

相
当

の
困

難
が

予
想

さ
れ

る
。

Ⅴ
　

評
　

　
価

１
．

必
要

性

●
本

事
業

は
、

○
○

市
□

町
地

区
、

○
○

町
□

□
地

区
な

ど
の

市
街

地
及

び
農

地
の

浸
水

被
害

を
防

止
す

る
た

め
の

も
の

。
●

事
業

着
手

後
も

H
1

8
年

（
2

0
0

6
年

）
1

0
月

（
浸

水
面

積
2

h
a
）

、
H

1
9

年
（

2
0

0
7

年
）

1
月

（
浸

水
面

積
2

h
a
）

、
H

2
5

年
（

2
0

1
3

年
）

9
月

（
浸

水
面

積
　

5
0

h
a
、

家
屋

1
6

9
戸

）
に

浸
水

被
害

が
発

生
●

事
業

の
必

要
性

に
変

化
は

な
く

、
着

実
に

事
業

の
推

進
を

図
る

必
要

が
あ

る
。

ａ
　

ａ
：

事
業

の
必

要
性

に
変

化
は

な
く

予
定

ど
お

り
事

業
を

推
進

す
る

。
　

　
　

ｂ
：

着
工

後
の

状
況

変
化

に
よ

り
事

業
計

画
の

変
更

が
必

要
で

あ
る

。

　
ｃ

：
着

工
後

の
状

況
変

化
に

よ
り

事
業

推
進

の
是

非
を

判
断

す
る

必
要

が
あ

る
。

専
門

委
員

会
委

員
の

提
案

等
審

議
に

必
要

と
思

わ
れ

る
事

項
を

記
載

付
帯

意
見

等
、

付
さ

れ
た

場
合

、

件
数

と
概

要
を

記
載

過
去

に
評

価
を

経
た

事
業

の
場

合
は

、
評

価
実

施
後

の
状

況
変

化
の

有
無

と
そ

の
対

処
に

つ
い

て
記

載

表
が

す
べ

て
埋

ま
っ

て
し

ま
っ

た
場

合
、

変
更

①
か

ら
削

除
し

て
い

き
、

必
要

な
事

項
を

記
載

※
当

初
は

削
除

し
な

い
こ

と

事
前

評
価

又
は

前
回

評
価

か
ら

今
回

の
評

価
ま

で
に

生
じ

た
理

由
・

内
容

の
ほ

か
に

、
可

能
な

範
囲

で
、

過
年

度
評

価
の

理
由

・
内

容
を

記
載

前
年

度
補

正
予

算
の

繰
り

越
し

で
、

当
年

度
執

行
分

が
あ

る
場

合
は

、
繰

り
越

し
分

も
含

め
て

記
載

【令和２年度（案）】



（
１

）
環

境
上

の
配

慮
及

び
課

題

（
２

）
事

業
推

進
に

対
す

る
住

民
の

動
向

（
３

）
そ

の
他

の
課

題

２
.事

業
効

果

※
Ｂ

／
Ｃ

に
依

ら
な

い
場

合
や

国
な

ど
の

費
用

便
益

マ
ニ

ュ
ア

ル
に

よ
る

便
益

以
外

の
効

果
等

が
あ

る
場

合
は

、
必

要
に

応
じ

て
記

載
し

て
く

だ
さ

い
。

※
Ｂ

／
Ｃ

が
前

回
評

価
時

か
ら

変
更

と
な

る
場

合
は

、
前

回
評

価
年

度
及

び
B

／
C

を
記

載
し

、
変

更
理

由
を

記
載

し
て

く
だ

さ
い

。
　

前
回

再
評

価
年

度
　

　
：

H
2

6
年

度
　

前
回

再
評

価
時

Ｂ
／

Ｃ
：

2
.2

　
変

更
理

由
　

　
　

　
　

：
〇

〇
を

見
直

し
し

た
こ

と
に

よ
り

事
業

費
が

増
加

の
た

め

○
○

防
止

効
果

3
0

0

経
済

効
果

の
内

訳
（

百
万

円
）

費
用

の
内

訳
（

百
万

円
）

Ｂ
／

Ｃ
備

考

項
目

R
1

現
在

R
1

現
在

1
2

0
維

持
管

理
費

6
0

○
○

便
益

1
0

0

項
目

R
1

現
在

・
「

○
○

費
用

便
益

マ
ニ

ュ
ア

ル
(○

○
省

H
2

0
年

)」
に

基
づ

き
算

出
・

便
益

、
費

用
と

も
に

○
元

年
に

現
在

価
値

化
・

費
用

は
、

現
在

価
値

化
及

び
5

0
年

間
の

維
持

管
理

費
の

計
上

に
よ

り
総

事
業

費
と

異
な

る
。

○
○

改
善

効
果

2
0

0
事

業
費

4
2

0

○
○

向
上

効
果

2
0

百
万

円

単
価

等
積

算
の

見
直

し
○

○
資

材
を

標
準

タ
イ

プ
か

ら
ロ

ン
グ

タ
イ

プ
に

見
直

し
、

コ
ス

ト
縮

減
5

百
万

円

縮
減

額
（

百
万

円
）

資
源

循
環

の
促

進
○

○
再

利
用

に
よ

り
コ

ス
ト

を
下

げ
、

か
つ

産
業

廃
棄

物
発

生
を

抑
制

5
0

百
万

円

代
替

案
の

比
較

計
画

構
想

段
階

で
代

替
案

（
○

○
工

法
）

を
比

較
。

再
安

価
で

あ
る

現
工

法
を

採
用

。
2

0
0

百
万

円

合
計

（
Ｂ

）
7

2
0

合
計

（
Ｃ

）
4

8
0

1
.9

5

取
組

の
項

目
取

組
内

容

３
.コ

ス
ト

縮
減

　
な

ど
の

取
組

発
注

計
画

の
最

適
化

早
期

発
注

及
び

適
切

な
工

期
設

定
を

行
い

、
冬

季
割

り
増

し
等

の
コ

ス
ト

増
を

抑
制

●
　

○
地

区
に

□
湿

原
（

国
立

公
園

普
通

地
域

）
が

隣
接

。
環

境
調

査
と

専
門

家
の

意
見

を
聴

取
し

事
業

を
実

施
。

●
　

え
ぞ

○
○

草
の

生
育

地
域

に
隣

接
。

外
来

種
の

侵
入

を
防

ぐ
た

め
、

○
○

工
法

を
採

用
し

て
お

り
、

若
干

コ
ス

ト
が

割
増

。

※
　

再
評

価
（

H
○

○
年

）
以

降
の

状
況

変
化

は
な

い
。

※
　

再
評

価
（

H
○

○
年

）
以

降
、

○
○

の
環

境
問

題
が

発
生

し
、

○
○

を
実

施
し

て
対

処
し

た
。

●
　

事
業

着
手

以
降

毎
年

、
○

○
地

区
開

発
期

成
会

を
通

じ
て

整
備

促
進

の
要

望
が

行
わ

れ
て

い
る

。
●

　
○

○
の

住
民

説
明

会
で

提
案

さ
れ

た
○

○
に

つ
い

て
取

り
組

ん
だ

。
●

　
○

○
の

住
民

説
明

会
で

○
〇

に
つ

い
て

の
要

望
（

意
見

）
が

あ
り

、
対

応
を

検
討

中
。

提
案

さ
れ

た
○

○
に

つ
い

て
取

り
組

ん
だ

。
※

　
再

評
価

（
H

○
○

年
）

以
降

の
状

況
変

化
は

な
い

。
※

　
再

評
価

（
H

○
○

年
）

以
降

、
○

○
の

要
望

が
新

た
に

生
じ

、
○

○
を

実
施

し
て

対
処

す
る

予
定

。
（

今
回

の
計

画
変

更
に

反
映

）

●
　

道
の

○
○

促
進

計
画

に
対

応
し

、
○

○
を

実
施

中
。

●
　

○
○

の
自

然
災

害
が

発
生

し
、

一
部

被
災

を
受

け
た

た
め

、
事

業
進

捗
が

○
年

遅
れ

る
見

込
み

●
　

受
益

者
の

一
部

か
ら

当
該

事
業

計
画

の
部

分
的

変
更

に
つ

い
て

検
討

し
て

い
る

と
の

情
報

有
り

。
※

　
再

評
価

（
H

○
○

年
）

以
降

の
新

た
な

課
題

発
生

は
な

い
。

※
　

再
評

価
（

H
○

○
年

）
以

降
、

○
○

施
策

が
新

た
に

策
定

さ
れ

、
○

○
を

実
施

。

２
.事

業
を

推
進

す
　

る
上

で
の

課
題

Ⅴ
　

評
　

　
価

１
.必

要
性

H
○

年
度

に
都

市
計

画
審

議
会

を
開

催
。

人
口

推
計

や
都

市
施

設
整

備
構

想
に

つ
い

て
了

承
。

事
業

の
必

要
性

に
変

化
は

な
く

事
業

を
継

続
し

て
推

進
。

●
流

域
市

街
地

の
人

口
は

、
○

○
年

の
○

○
○

人
か

ら
○

○
年

に
は

○
○

○
人

に
や

や
減

少
し

て
い

る
が

、
世

帯
数

は
、

○
○

世
帯

か
ら

○
○

世
帯

と
ほ

ぼ
横

ば
い

で
推

移
し

て
い

る
。

ま
た

、
氾

濫
予

想
区

域
内

の
農

地
面

積
は

、
○

○
年

の
○

○
h

a
か

ら
○

○
年

は
○

○
h

a
で

ほ
ぼ

横
ば

い
で

あ
る

が
、

当
該

地
域

は
水

稲
や

小
麦

の
生

産
が

盛
ん

で
あ

り
、

近
年

は
出

荷
額

は
○

○
(百

万
円

）
か

ら
○

○
（

百
万

円
）

と
増

加
傾

向
に

あ
る

な
ど

、
当

該
地

域
に

お
け

る
事

業
の

必
要

性
に

変
化

は
な

い
。

●
氾

濫
予

想
区

域
内

の
建

築
物

は
、

○
○

年
の

○
○

棟
か

ら
○

○
年

に
は

○
○

棟
と

や
や

減
少

し
て

い
る

が
、

近
年

、
福

祉
施

設
や

保
育

所
が

建
設

さ
れ

る
な

ど
、

浸
水

被
害

防
止

の
観

点
か

ら
当

該
事

業
の

必
要

性
に

変
化

は
な

い
。

a
　

ａ
：

事
業

の
必

要
性

に
変

化
は

な
く

予
定

ど
お

り
事

業
を

推
進

す
る

　
　

　
ｂ

：
着

工
後

の
状

況
変

化
に

よ
り

事
業

計
画

の
変

更
が

必
要

で
あ

る

　
ｃ

：
着

工
後

の
状

況
変

化
に

よ
り

事
業

推
進

の
是

非
を

判
断

す
る

必
要

が
あ

る

３
.事

業
達

成
の

　
見

込
み

●
　

事
業

期
間

は
長

期
化

し
て

い
る

（
事

業
費

が
大

き
く

増
加

し
て

い
る

）
も

の
の

、
用

地
補

償
に

伴
う

手
続

き
や

詳
細

設
計

な
ど

も
終

了
し

て
　

お
り

、
現

状
で

は
阻

害
要

因
は

な
く

、
今

後
の

事
業

の
実

施
に

あ
た

っ
て

は
順

調
に

進
捗

す
る

見
込

み
。

●
　

用
地

補
償

に
伴

う
相

続
手

続
き

に
時

間
を

要
し

て
い

る
が

、
年

内
に

は
手

続
き

完
了

す
る

予
定

。
●

　
関

連
事

業
の

計
画

変
更

に
伴

い
事

業
計

画
の

変
更

区
間

が
発

生
。

変
更

に
影

響
の

な
い

箇
所

の
工

事
を

実
施

中
。

●
　

前
回

評
価

と
比

較
し

資
材

単
価

や
労

務
費

が
上

昇
し

て
い

る
た

め
、

今
後

の
動

向
に

よ
っ

て
は

事
業

費
の

増
加

が
考

え
ら

れ
る

。
●

　
○

〇
か

ら
○

〇
区

間
の

詳
細

設
計

は
、

今
年

度
（

○
○

年
）

実
施

す
る

予
定

。

ｂ

４
.対

処
方

針

○
○

○
○

と
事

業
の

必
要

性
に

変
化

は
な

く
、

○
○

に
つ

い
て

は
昨

年
度

解
決

し
て

事
業

推
進

上
の

課
題

は
解

消
さ

れ
、

経
済

効
果

に
つ

い
て

も
認

め
ら

れ
、

地
元

住
民

・
自

治
体

か
ら

の
早

期
完

成
要

望
が

強
く

、
事

業
達

成
が

十
分

に
見

込
ま

れ
る

こ
と

か
ら

、
平

成
２

５
年

度
の

完
成

を
目

指
し

、
事

業
継

続
す

る
。

a
ａ

：
継

続
　

　
ｂ

：
終

了
　

　
ｃ

：
休

止
　

　
ｄ

：
中

止

事
業

期
間

の
変

更
の

有
無

有

ａ
：

現
時

点
で

は
事

業
の

進
捗

に
影

響
す

る
課

題
は

な
く

、
達

成
が

見
込

ま
れ

る
。

ｂ
：

課
題

は
あ

る
も

の
の

達
成

は
可

能
で

あ
る

ｃ
：

大
き

な
課

題
が

あ
り

達
成

に
は

相
当

の
困

難
が

予
想

さ
れ

る

Ⅵ
　

備
　

　
考

１
.評

価
履

歴

事
前

評
価

：
　

　
　

　
年

度
実

施
　

　
評

価
結

果
：

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
Ｂ

／
Ｃ

：
再

評
価

　
：

平
成

2
6

年
度

実
施

　
　

評
価

結
果

：
継

続
（

変
更

な
し

）
　

　
　

Ｂ
／

Ｃ
：

1
.8

5

「
○

○
に

つ
い

て
変

更
が

あ
っ

た
場

合
に

は
専

門
委

員
会

に
報

告
す

る
こ

と
。

」
と

す
る

付
帯

意
見

を
専

門
委

員
会

か
ら

い
た

だ
い

た
。

知
事

評
価

に
お

い
て

も
同

様
の

趣
旨

の
意

見
を

付
さ

れ
た

。

２
.そ

の
他

の
　

取
り

組
み

事
項

●
　

現
地

発
生

の
玉

石
を

ア
ー

チ
状

に
配

置
し

流
路

を
整

成
。

（
○

○
専

門
委

員
の

ア
ド

バ
イ

ス
）

●
　

水
路

の
草

刈
り

や
ゴ

ミ
拾

い
を

、
住

民
協

働
で

実
施

。
（

○
○

地
区

連
合

町
内

会
の

協
力

）
●

　
自

然
災

害
の

恐
ろ

し
さ

や
備

え
の

大
切

さ
に

つ
い

て
、

小
学

生
を

対
象

に
講

習
会

を
開

催
（

○
○

市
教

育
委

員
会

と
連

携
）

●
　

○
○

地
区

の
景

観
形

成
を

支
援

す
る

た
め

道
路

法
面

に
○

○
を

植
栽

（
植

栽
は

○
○

地
区

町
内

会
の

協
働

で
実

施
）

●
　

事
業

費
負

担
割

合
の

そ
の

他
に

は
、

○
○

事
業

に
よ

る
道

負
担

分
（

○
％

○
○

百
万

円
）

が
含

ま
れ

る
。

事
業

費
の

変
更

の
有

無
有

事
業

内
容

変
更

の
有

無
目

的
・

規
模

等
に

係
る

変
更

左
記

以
外

の
変

更

有

専
門

委
員

会
委

員
の

提
案

等
審

議
に

必
要

と
思

わ
れ

る
事

項
を

記
載

付
帯

意
見

等
、

審
議

に
必

要
と

思
わ

れ
る

事
項

を
記

載

過
去

に
評

価
を

経
た

事
業

の
場

合
は

、
評

価
実

施
後

の
状

況
変

化
の

有
無

と
そ

の
対

処
に

つ
い

て
記

載
。

【令和元年度】

060913
線


060913
テキスト ボックス
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あ
あ

【令和２年度（案）】

060913
テキスト ボックス
（２枚目に集約）




補
足

資
料

1
5

Ⅱ
　

計
画

変
更

　
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 （

単
位

：
百

万
円

）

事 業 期 間

事
業

着
手

建
設

着
手

変
更

年
度

完
了

予
定

経 過 年 数

事 業 費

総
事

業
費

(a
)

道
負

担
額

当
該

年
度

事
業

費
累

積
事

業
費

(b
)

進
捗

率
(b

)/
(a

)

当
　

初
H

1
6

H
1

7
H

2
3

3
0

0
7

5

変
更

①
H

1
6

H
2

3
3

1
0

8
0

変
更

③
H

1
8

R
１

4
0

0
1

0
0

5
0

3
0

0
6

0
%

変
更

②
H

1
7

H
2

5
3

1
0

8
0

変
更

理
由

・
内

容

変
更

①
：

事
業

費
の

精
査

に
よ

る
事

業
費

変
更

。
変

更
②

：
用

地
取

得
及

び
物

件
補

償
の

難
航

に
よ

る
事

業
期

間
の

延
長

。
変

更
③

：
H

1
8

年
の

集
中

豪
雨

に
よ

り
現

河
川

堤
防

が
決

壊
。

流
下

能
力

増
加

の
た

め
、

河
道

掘
削

を
追

加
。

変
更

④
：

直
轄

灌
漑

排
水

事
業

計
画

の
変

更
に

と
も

な
い

、
区

画
割

を
見

直
す

と
と

も
に

、
新

た
な

区
画

整
理

を
追

加
。

変
更

④
H

2
7

R
3

5
0

0
1

2
5

【令和元年度】

060913
線


060913
テキスト ボックス
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令和２年度（2020年度）　翌年度完了見込み地区一覧表
（様式４）

　上段：当初計画又は直近評価

　下段：当該年度○月末現在

事業費

(百万円)

※「事業経過」及び「前回評価年度」の各欄は様式１と同様の方法により記入してください。

－

#DIV/0!

－ － － －

#DIV/0!

#DIV/0!

－ －

#DIV/0!

5

4

－ － －

－ －

1

3

2

#DIV/0!

－－－－

－ － － －

備考事業
採択

着手
完了
予定

当該年度
事業費

左記の
うち道費

整理
番号

所管部
（ふりがな）
地　区　名

市町村名
累計事業費

進捗率
(%)

種 別 内 訳 内 容

事 業 経 過
前回
評価
年度

事 業 種 別 主 な 工 種
総事業費

（百万円）

事業費（百万円） R3年度事業予定内容

【令和２年度（案）】



令和元年度　公共事業施工地区（翌年度完了予定の地区）一覧表
（細目様式２）

事業種別 主な工種 事業費

(百万円)

※「事業経過」欄における年度の記入は半角数字（各年度には、昭和はＳ、平成はＨ、令和はR）を記入してください。

備考事業
採択

着工
年度

完了
予定

経過
年数

R1年度
事業費

左記のうち
道費

累計事業費 進捗率(%) 種別内訳 内　容

総事業費
（百万円）

事業費（百万円） R2年度事業予定内容事業経過

1

整理
番号

所管部 調書番号
（ふりがな）
地　区　名

市町村名

2

3

4

【令和元年度】

060913
線


060913
テキスト ボックス
- 10 -




令和２年度（2020年度）　翌年度完了見込み地区一覧表　【記載例】
（様式４）

　上段：当初計画又は直近評価

　下段：当該年度○月末現在

事業費

(百万円)

H23 H30

本工事費 ○○工 197

(2011) (2018)

測量設計費 ○○調査 2

H24 R3

用地費及び補償費 物件移転 1

(2012) (2021)

※「事業経過」及び「前回評価年度」の各欄は様式１と同様の方法により記入してください。

－ －

#DIV/0!

－ － －

－ －

－

#DIV/0!

－ － － －

#DIV/0!

－

#DIV/0!

1 ○○部 ○○事業 ○○地区 ○○町

－ － －

(2010)
H22 H27

(2015)

本工事費
　○○工　L=○m
　□□工　N=□箇所
　△△工　N=△基

測量設計費
　○○設計、●●調査等

用地費及び補償費
　用地買収、物件補償

本工事費
　○○工　L=○m
　□□工　N=□箇所
　△△工　N=△基

測量設計費
　○○設計、●●調査等

用地費及び補償費
　用地買収、物件補償

－－－－1,600

90.01,8001803002,000

備考事業
採択

着手
完了
予定

当該年度
事業費

左記の
うち道費

整理
番号

所管部
（ふりがな）
地　区　名

市町村名
累計事業費

進捗率
(%)

種 別 内 訳 内 容

事 業 経 過
前回
評価
年度

事 業 種 別 主 な 工 種
総事業費

（百万円）

事業費（百万円） R3年度事業予定内容

【令和２年度（案）】



令和元年度　公共事業施工地区（翌年度完了予定の地区）一覧表
（細目様式２）

事業種別 主な工種 事業費

(百万円)

本工事費 ○○工　○○ 160

測量設計費 ◇◇ 20

用地及び補償費 ◆◆ 20

※「事業経過」欄における年度の記入は半角数字（各年度には、昭和はS、平成はH、令和はRを記載）を記入してください。

備考事業
採択

着工
年度

完了
予定

経過
年数

R1年度
事業費

左記のうち
道費

累計事業費 進捗率(%) 種別内訳 内　容

総事業費
（百万円）

事業費（百万円） R2年度事業予定内容事業経過

1 Ａ部 ○○地区 300 150 1,800 90.0

○○工　　　○○
□□工　　　□□
▲▲工　　　▲▲
●●工　　　●●
測量試験費　◇◇
用地補償費　◆◆

2,000

整理
番号

所管部 調書番号
（ふりがな）
地　区　名

市町村名

2

H25 H25 R２ 5××市

3

4

記載例

【令和元年度】

060913
線


060913
テキスト ボックス
- 11 -




高進捗率・主要工事完了地区一覧表 （様式５）

（令和　年　月　日時点）

事業 完了

採択 予定

計 0 0

計 0 0

計 0 0

※様式１と共通する項目は様式１と整合を図って記入してください。

2

3

整理
番号

1

備考総事業費
上段 現在
下段 当初

うち道費
負担額

進捗率
（%）

変更①
・変更年度

・変更概要等

所管部
事業種別
地区名

市町村名

事業費（百万円） 事業経過（下段 当初） 計画変更（直近2回） 事 業 の 実 績 ・ 予 定 及 び 進 捗 状 況

変更②
・変更年度

・変更概要等
工 事 内 容 等

進捗
状況

事業費
（百万円）

残事業費
（百万円）

着手

前回
評価
年度

事 業 目 的 ・ 概 要
年 度 別 進 捗 状 況

【令和２年度（案）】



事業費が概ね９０％以上又は主要工事が完了している地区 （細目様式３）
（○○　　年　月　　日時点）

事業目的・概要 事業 建設 完了 H R

着手 着手 予定 16 17 18 19 ～ 30 1 2 3

計 0 0

計 0 0

計 0 0

計 0 0
※各年度の記入は暦年とし、半角数字（昭和はS、平成はH、令和はR）を記入してください。

備考総事業費
上段 現在
下段 当初

うち道費
負担額

進捗率
変更①

・変更年度
・変更概要等

所管部
事業名
地区名

市町村名

事業費（百万円） 事業期間（下段 当初） 計画変更（直近2回） 事業実績及び進捗状況

変更②
・変更年度

・変更概要等
工事内容等

進捗
状況

事業費
（百万円）

残事業費
（百万円）

【令和元年度】

060913
線


060913
テキスト ボックス
- 12 -




高進捗率・主要工事完了地区一覧表　【記載例】 （様式５）

（令和２年６月30日時点）

事業 完了

採択 予定

R2 H R

(2020) 26 27 28 29 30 1 2 3 4 5

○○橋架替橋長496ｍ 100% 4,775 0
付替道路Ｌ＝904ｍ
W＝6.5（11.5）ｍ

90% 512 50

旧橋解体工事 0% 2,000 2,000
測量設計費
橋梁設計･地質調査

88% 221 27
用地補償費
用地買収･物件補償

100% 289 0

計 7,797 2,077

計 0 0

計 0 0

※様式１と共通する項目は様式１と整合を図って記入してください。

1

(2015)

R5
・労務費単価
の上昇及び詳
細設計により
事業費7,797
百万円に変更

(2016) (2023)

H25
(2013)

備考総事業費
上段 現在
下段 当初

うち道費
負担額

進捗率
（%）

変更①
・変更年度

・変更概要等

変更②
・変更年度

・変更概要等
工 事 内 容 等

進捗
状況

事業費
（百万円）

残事業費
（百万円）

前回
評価
年度着手 年 度 別 進 捗 状 況

整理
番号

所管部
事業種別
地区名

市町村名

事業費（百万円） 事業経過（下段 当初） 計画変更（直近2回） 事 業 の 実 績 ・ 予 定 及 び 進 捗 状 況

事 業 目 的 ・ 概 要

○○部

○○○
○○

事業費

○○
地区

□□市

○○△△□□線は○○市○○
町と△△町を結ぶ全長○km
の路線で、○○市の環状道路
としての役割を担う重要な路
線である。
　当該区間内にある○○橋
は、一級河川前川と交差する
地点に架かる橋長565mの橋
梁であり、昭和46年竣工から
43年が経過することから、老
朽化が著しく耐震性能も低い
ことから架替を行うものであ
る。

7,797 3,119 73%
H27

(2015)

7,580 3,032
H27 H27 H35

(2015) (2023)

H28

【令和２年度（案）】



事業費が概ね９０％以上又は主要工事が完了している地区 （細目様式３）
（令和　　年　月　　日時点）

事業目的・概要 事業 建設 完了 H R

着手 着手 予定 16 17 18 19 ～ 30 1 2 3

○○工事Ｌ＝○ｍ W＝○
ｍ

L=○ｍ L=○ｍ 90% 140 14

○○○工○箇所
N=○箇所 N=○箇所 90% 70 7

○○工○基
N=○基 80% 80 16

500 125 92% R３ ○○橋梁橋長○○○ｍ
N=○基 100% 50 0

付け替え道路Ｌ＝○ｍ W
＝○ｍ

L=○ｍ
100% 120 0

300 75 H16 H16 H20
測量設計費
環境調査･地質調査 100% 10 0
用地及び補償費
用地買収･物件補償

N=○件 N=○件
90% 30 3

計 500 40

計

計

計
※各年度の記入は暦年とし、半角数字（昭和はS、平成はH、令和はR）を記入してください。

備考総事業費
上段 現在
下段 当初

うち道費
負担額

進捗率
変更①

・変更年度
・変更概要等

所管部
事業名
地区名

市町村名

事業費（百万円） 事業期間（下段 当初） 計画変更（直近2回） 事業実績及び進捗状況

変更②
・変更年度

・変更概要等
工事内容等

進捗
状況

事業費
（百万
円）

残事業費
（百万
円）

・完了年度を
H23に変更

・H18の豪雨
により堤防が
決壊、流下能
力増加のため
河道掘削を増
加し事業費
400百万円に
変更

・完了年度を
Ｒ３に変更

・直轄灌漑排
水事業が変更
され、区画割
りを見直し、
区画整理の追
加し事業費
500百万円に
変更

○○部

○○○
○○

事業費

○○
地区

□□市

　合併に伴う地域支援策とし
て、○地区と□地区の交通不能
区間を解消し、移動時間○○分
の短縮を行い地域連携の強化や
緊急医療・緊急避難に対処する
ものである。
○○線は○○と○○とを結ぶ延
長○○ｋｍの路線で、○○の役
割（機能）を担う重要な路線で
ある。この内本地区は、○○か
ら△△に至る区間であり、急
カーブ２箇所の改良、老朽化し
た○○橋の６ｍから８．５ｍへ
の拡幅を伴う架換えを行うもの
である。

H18 H23

記載例

【令和元年度】

060913
線


060913
テキスト ボックス
- 13 -




事業費１０億円以上増減地区一覧表 （様式６）
（令和２年度公共事業再評価における実施方針に基づく報告）

　上段：当初計画又は直近評価

　下段：再評価（当該年度○月末現在）

事業 完了

増減額 採択 予定

0

0 0

0

0 0

0

0 0

0

0 0

0

0 0

※様式１と共通する項目は様式１と整合を図って記入してください。

整理
番号

1

2

3

4

5

備 考
総事業費

うち道費
負担額

所管部
事業種別
地区名

事業費（百万円） 事 業 経 過

変更理由及び増減額の内訳 変更事案の発生と対応経過
着手

前回
評価
年度

事 業 概 要調書番号

【令和２年度（案）】



事業費に１０億円以上の増減が生じた地区（既再評価実施地区を除く） （細目様式１）

（令和　　年度公共事業再評価実施細目に基づく報告） （令和　　年　月　　日時点）

上段：旧事業計画

下段：新事業計画

事業概要 事業 建設 完了 実施 実施

増減額 着手 着手 予定 年 予定

※各年度の記入は暦年とし、半角数字（昭和はS、平成はH、令和はR）を記入してください。

備考
総事業費

うち道費
負担額

所管部
事業名
地区名

事業費（百万円） 事業期間 再評価

変更理由及び増減額の内訳 変更事案の発生と対応経過

【令和元年度】

060913
線


060913
テキスト ボックス
- 14 -




事業費１０億円以上増減地区一覧表　【記載例】 （様式６）

（令和２年度公共事業再評価における実施方針に基づく報告）

　上段：当初計画又は直近評価

　下段：再評価（当該年度○月末現在）

事業 完了

増減額 採択 予定

○○部 700 H17 H29

(25%) (2005) (2017)

1,300 1,025 H19 R7

(46%) (25%) (2007) (2025)

○○部 1,350 H22 H30

(50%) (2010) (2018)

1,800 2,250 H22 R5

(67%) (50%) (2010) (2023)

0

0 0

0

0 0

0

0 0

※様式１と共通する項目は様式１と整合を図って記入してください。

2

○○年（####年）○月に台風○
号が発生し○○施設が被災。災害
復旧を行うとともに、○○施設を
防護するため、新たに□□工5箇

所（300百万円）、△△工
※1

（700百万円）を追加する必要が
生じた。

●R1年（2019年）9月
　台風○号による被災
　現地調査・設計
●R1年（2019年）10月

　災害復旧申請
※2

●R1年（2019年）11月
　□□工と△△工を追加

※1：○○に有
効な代替案を3
案検討し決定

※2：○○災害
法上の手続き

H27
(2005)

(2010)
H22

H17

変更事案の発生と対応経過

○○事業
○○地区

□□□　A=150ha
△△△　L=3,000m

4,500

●○○○による□□□の増
（1,200百万円）
●詳細設計の結果、○○○による
△△△の×××の変更（250百万
円増）
●○○○による△△△の増（350
百万円増）

●H○○年○月
　受益者・地元関係機関への説明
　□□□の面積増加
●H○○年○～○月
　○○○調査の実施
　○○○により工法を×××に変
更
●H○○年○～○月
　施設管理者との協議
　○○○により△△△の整備延長
を追加

着手

前回
評価
年度

(2015)

(2008)

□□□　A=100ha
△△△　L=1,500m

2,700

H20

○○-○○

○○-○○

備 考
総事業費

うち道費
負担額

1

○○工　L=100m
□□工　N=20箇所

2,800

整理
番号

所管部
事業種別
地区名

事業費（百万円） 事 業 経 過

変更理由及び増減額の内訳

○○事業
○○地区

○○工　L=100m
□□工　N=25箇所
△△工　N=10箇所

4,100

調書番号 事 業 概 要

【記載例】

●本様式の作成に当たっては以下の項目等の内容説明を記載。

a 上下2段で当初計画又は直近評価時と再評価時の事業概要を比較。

b 変更理由の説明を充実するとともに、事業費増減の内訳を明記。

c 変更事案の発生と対応経過を時系列で整理。

d 備考欄には、変更事案の補足説明を加える。

【令和２年度（案）】



事業費に１０億円以上の増減が生じた地区（既再評価実施地区を除く） （細目様式１）

（令和元年度公共事業再評価実施細目に基づく報告）

上段：旧事業計画

下段：新事業計画

事業概要 事業 建設 完了 実施 実施

増減額 着手 着手 予定 年 予定

○○工　Ｌ＝１００ｍ
□□工　２０箇所

3,500
1,750
(50％)

H17 H17 H28

○○工　Ｌ＝１００ｍ
□□工　２５箇所
△△工　１０箇所

4,500
1,000
(29％)

2,250
(50％)

H17 H17 H36

○○工　Ｌ＝２００ｍ
捨土　V=10,000m3

3,500
1,750
(50％)

H17 H17 H28

○○工　Ｌ＝２５０ｍ
△△工　A=１００m2
産業廃棄物処理V=10,000m3

4,500
1,000
(29％)

2,250
(50％)

H17 H17 H35

※各年度の記入は暦年とし、半角数字（昭和はS、平成はH、令和はR）を記入してください。

備考
総事業費

うち道費
負担額

A部
○○事業
○○地区

H27 R2

H30年9月に台風21号が発生し○○
施設が被災。その災害復旧を行うとと
もに、○○施設を防護するため、新た
に□□工５箇所（300百万円増）

と、△△工
※２

を追加（700百万円
増）する必要が生じた。

H30年9月：台風21号による被災
H30年9月：現地調査設計
H30年10月：災害復旧申請※１

H30年11月：□□工と△△工を追
加

※１：○○災害法
上の手続き

※２
：○○に有効

な代替案Ａ案・
Ｂ案を検討

所管部
事業名
地区名

事業費（百万円） 事業期間 再評価

変更理由及び増減額の内訳 変更事案の発生と対応経過

B部
○○事業
○○地区

H27 R2

・H30年５月、施工中に想定と異な
る地盤を確認。ボーリング調査の結
果、想定した地盤より脆弱であること
が判明。△△工を追加し○○の安定を
図る。（400百万円増）

・H30年5月、掘削土砂から第二種特
定有害物質（重金属）を検出。土砂を
産業廃棄物処理する必要が生じた。
（300百万円増）

・H30年6月、工区内にクマゲラ
※４

の営巣が発生。保護のため一部ルート
を変更（300百万円増）

H30年5月：ボーリング調査
H30年6月：対策工法検討
H30年7月：経済比較し△△工を選

択
※１

H30年5月：掘削土砂の成分分析
H30年6月：土壌溶出量が基準超過
※２

H30年6月：産業廃棄物処理開始

H30年6月：生物影響調査

H30年7月：第三者環境委員会
※３

を
開催し、営巣に与える影響を評価
H30年8月：一部ルート変更が必要
と判断。営巣位置を迂回し延長５０
ｍ増。

※１
：代替案Ａ

案・Ｂ案を検討

※２
：ヒ素

0.1mg/Lを検出
（＞
0.01mg/L）

※３
：生物・環境

に関する学識経
験者で構成

※４
：絶滅危惧種

【記載例】

●「事業費に１０億円以上の増減が生じた地区報告様式」に以下の項目等の内容説明を記載。

a 事業概要（上下2段で、旧事業計画と新事業計画を比較）。

b 変更理由説明を充実するとともに、事業費増減の内訳を明記。

c 変更事案の発生と対応経過を時系列整理。

d 備考欄には、変更事案の補足説明を加える。

記載例

【令和元年度】

060913
線


060913
テキスト ボックス
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令和２年度（2020年度）　公共事業再評価総括表　（二次政策評価）
（別紙様式）

※各年度は、上段に和暦（昭和はS、平成はH、令和はR）、下段にカッコ書きの西暦を半角数字で記入してください。

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

評 価 結 果

対処
方針

意見等

一 次 政 策 評 価 二 次 政 策 評 価
市町村名

整理
番号

所管部 事 業 種 別 調書番号 地 区 名 摘 要事 業 概 要 等
事 業
採 択
年 度

完了予定年度 総事業費
（当初）

(百万円)

総事業費
（変更）

(百万円)
当初 変更

うち
道負担額
(百万円)

うち
道負担額
(百万円)

対処
方針

摘要（変更内容等）

【令和２年度（案）】



令和元年度公共事業再評価総括表　（二次政策評価） （別紙様式）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

市町村名
整理
番号

所管部 事　業　種　別 調書番号 地区名 事 業 概 要 等
事 業
着 手
年 度

完 了
予 定
年 度

総事業費
（当初）

(百万円)

総事業費
（変更）

(百万円)
当初 変更

うち
道負担額
(百万円)

摘　要うち
道負担額
(百万円) 方針 摘要（変更内容等）

事業費
累　計

(百万円)

進捗率

（％）
B/C

評　価　結　果

R1年度
事業費

(百万円)
方針 意見等

一次政策評価 二次政策評価

【令和元年度】

060913
線


060913
テキスト ボックス
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